
※
　
実
地
調
査
に
よ
る
所
見

地方税法第348条第　　　項第　　　号

地方税法附則第14条第　　　　　　　項
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合計
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年 月

※
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資 産 の 名 称資 産 の 種 類
※

所有者氏名
(法人にあっては、

その名称及び
代表者の氏名)

所有者住所
(法人にあっては、

主たる事務所
の所在地)

この申告に応答する者の
氏名及び電話番号

資 産 の 所 在

フ リ ガ ナ

取 得 金 額
（円）

評 価 額 決 定 価 格
（円） （円）

受付印



　　　　　３　申告書には、次の書類を添付してください。

償却資産非課税
適用

申告書
取消

所有者住所
(法人にあっては、

主たる事務所
の所在地)
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(法人にあっては、

その名称及び
代表者の氏名)

フ リ ガ ナ
令和 年 月 日

(あて先)

大阪市長

　　　　　　（2）　非課税の要件を満たしていることを証する書類

　　　　　　  課税担当（固定資産税（償却資産）グループ）へご照会ください。）

　　　 　 ４　この申告書は、申告事由発生の日から10日以内に提出してください。

　　　　　２　※印欄には記入しないでください。

　　　　　　  （この申告書の書き方でご不明な点がございましたら、船場法人市税事務所の

　（注）　１　「適用」か「取消」のいずれか該当する方を○で囲んでください。

　　　　　　（1）　所有者と使用者が異なるときは、その償却資産を無料で貸与していることを証明する書類
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